
省エネの必要性

・自然流下方式の拡大

・配水区域の変更

・水圧の適正制御（末端における自動計測）

・夜間の余剰水圧利用

・送・配水機能の効率化 等

エネルギー使用の現況と課題

現在の水道事業は、年間約80億kwhもの電力を消費する巨大エネ

ルギー事業となっており、二酸化炭素排出量も年間約440万トンに達

しています。

エネルギー使用の課題

・環境配慮は、水道ビジョンの主要政策課題である

・京都議定書目標達成への貢献が求められている

・水道事業では、取水・導水、送・配水等、水輸送系のエネルギー使用量が多い

水運用の総合的な見直し

水道事業におけるエネルギー使用は、取水・導水から送配水

まで水輸送関連におけるエネルギー消費が高い比率となってい

ます。

水運用計画を総合的に見直すことにより、適正計画による施設

運営の効率化を図り、省エネルギー対策を実現します。

施設別ポンプ設備動力の現況

出典）水道統計（2006年）より作成
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水道普及率は98％を超え、水道施設は建設から維持管理へと

移行しています。現存の水道施設は高度成長時代に計画された

ものが多く、現在の水需要とは乖離があり、施設規模に余裕が出

てきているのが現状です。この余裕は、水運用に万全の対応が

可能となる利点はありますが、エネルギー消費という観点では改

善の余地がある部分でもあります。そこで、水需要に見合った効

率改善及び有効利用を図り、水道施設における省エネルギー対

策の向上に繋げることが重要です。 省エネルギー

水道施設の活用
水輸送エネルギー

の低減

取水・導水及び送配水システム全体で

水運用の総合的な見直し

図1 見直しの視点と課題

図2 水道施設における電力使用量の推移及び施設別ポンプ動力の現況

水道施設の省エネルギー対策



機械設備（ポンプ設備）の省エネルギー

水道施設の省エネルギー対策は、建築設備・機械設備・電気設備全体を対象としますが、エネルギー消費となる電力使用量の

現状は、取水・導水及び送・配水の水輸送における機械設備（ポンプ設備）が高い割合となっています。水輸送におけるポンプ動

力の低減化が省エネルギーに大きな効果があります。

施設更新とあわせた省エネルギー化

省エネルギー対策は、水道施設の更新とあわせて水運用の総合的な見直しを行い、適正な施設又は設備規模による省エ

ネルギー対策をご提案いたします。

水量見直し

（当初計画より水量減少）

ポンプ容量・揚程・動力の低減化

ポンプ運転方法の見直し

（ポンプ運転の均一化等、効率化を図る）

更に動力低減化

省エネルギー対策

ポンプ、浄水機械設備等
の容量・運転方法見直し

機械設備

受変電・動力設備等の

容量・運用方法見直し

電気設備

換気・空調・照明設備等

の容量・運用方法見直し

建築設備

水道施設の診断・分析

水運用計画の見直し

社会的ニーズ

安定供給、資源の有効利用

環境配慮等

水道施設の現状

長期予測による建設

経済性と環境保全のWin-Winアプローチ
環境負荷の低減

運転コストの削減

図3 ポンプ設備の省エネルギー対策手順 図4 水量見直しによる動力低減化（イメージ）

図5 施設更新とあわせた省エネルギー対策
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